
別 紙

１  特定事業の名称

    番号  ８０７

    名称  幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業

２  当該規制の特例措置の適用を受けようとする者

    特別区域内の幼稚園（加古川市立しかた幼稚園）

３  当該規制の特例措置の適用の開始の日

    当該特別区域計画の認定の日

４  特定事業の内容

    主    体  　加古川市立しかた幼稚園

    区    域  　加古川市志方町

    実施期間  　当該特別区域計画の認定を受けた日から

　　実現される行為の詳細　　幼稚園児数の減少により当該幼稚園に在籍しない幼児（保

                育園児）を含めて教育・保育ができるようにする。

５  当該規制の特例措置の内容

特別区域の範囲とする加古川市志方町には平成１３年度まで、市立幼稚園を３園、保

育園を３園設置していたが、園児数が減少したことに伴い、集団生活における育ち合い

や良い意味での競い合いを醸成するなど、就学前教育の活性化及び園の活性化を図るた

め平成１４年４月にそれぞれ３園を１園ずつに統合し、同じ敷地内に「しかた幼稚園」、

「しかた保育園」を設置した。両園は、合築施設として園庭、遊戯室等を共有して運営

しているが、それぞれで学級編成を行っており、「保育」についてもそれぞれ別の内容と

なっているのが現状である。

志方町の人口は平成１６年１月１日現在１２，９９９人、加古川市の総人口の４．９％

となっている。就学前人口は５４４人、加古川市の就学前人口の３．２％で、平成１１

年１月１日の５９８人から９％減少しており、市内でも減少傾向が著しい。

幼稚園児数についても、平成１６年４月１日現在の４歳児及び５歳児は６９人で、平

成１７年度以降の推計においても減少し続け、平成２０年度には４４人まで減少すると

予測されている。保育園においても平成１６年４月１日現在の４歳児及び５歳児数は４

７人で、今後も大きな増加は見込まれない。

「保育」の基本は、就学前の子どもが、よりよい成長と発達を遂げるよう環境を整え、

養護、保護、教育することであるが、加古川市における就学前人口が減少傾向にある中、

志方町は市内の他の地域に比べて減少傾向が特に顕著であり、また、集団生活における

教育という面において、年齢に応じた基本的生活習慣の定着を図ったり、個人・集団を



育てるということに十分な成果が得にくい状況となってきている。このようなことから

集団生活をとおして生涯にわたる人間形成の基礎を培う幼稚園、保育園の在り方につい

て、新たな発想の転換が求められているところである。

そこで、志方町においては、合築施設である「しかた幼稚園」、「しかた保育園」で４

歳児、５歳児の就学前教育を幼稚園児、保育園児混合の学級編成を行い、幼稚園教育要

領及び保育所保育指針に沿ったカリキュラムにより合同活動事業を行おうとするもので

ある。

合同活動事業の具体的な実施については、合築施設のうち幼稚園部分で合同活動を行

い、幼稚園教育課程時間が終了すれば保育園児は保育園部分に戻ることとするが、対象

園児数によっては保育園定員の範囲内で保育園部分でも合同活動を行うことになる。ま

た、幼稚園教育課程時間内においては、全ての活動を同じ内容で行うこととしており、

給食については保育園で実施されている給食と同方式で実施することとしている。

なお、幼稚園の保育室は５室、２６２．５㎡（各室５２．５㎡）あり、定員各室３５

人で１７５人まで保育可能である。平成１６年４月１日現在の４歳児は幼稚園３１人、

保育園１８人、計４９人で２室使用することになるが２１人の余裕があり、保育園の基

準でみても３人の余裕がある。また、５歳児は幼稚園３８人、保育園２９人、計６７人

で２室の使用となり３人の余裕があるが、残り１室を障害児学級に使用するため、保育

園の基準では１５人分不足することになる。

しかし、保育園の保育室は３室、１５７．５㎡（各室５２．５㎡）、乳児室は１室、５

２．５㎡あり、うち４歳児１８人と５歳児２９人で２室を使用しており、対象園児数に

よって保育園部分を使用しても４歳児、５歳児ともそれぞれ２６人まで受け入れ可能で

ある。幼稚園部分の余裕数と不足分を勘案すると４歳児で２９人、５歳児で１１人の増

加があったとしても基準は満たしている。

また、園児の教育、保育に直接従事する職員については、幼稚園教諭、保育士とも平

成１６年度から幼稚園教諭免許と保育士資格の併有者を採用の条件としている。平成１

６年４月１日現在、幼稚園教諭については園長の８１％、教諭の７０．８％が併有して

おり、保育士についても、園長は１００％、保育士は６３．９%となっている。

なお、平成１６年４月１日現在の職員配置は、幼稚園で園長１人、５歳児学級担任教

諭２人、４歳児学級担任教諭１人、障害児学級担任教諭１人、用務員１人の計６人、保

育園で園長１人、主任保育士（フリー）１人、５歳児及び４歳児担任保育士計２人、３

歳児担任保育士１人、２歳児及び 1 歳児担任保育士計３人、０歳児担任保育士０人、用

務員１人、調理師１人の計１０人で両園合計１６人となっている。

合同活動事業を行う際には、平成１６年４月１日現在の園児数によると、園長２人、

５歳児学級担任教諭２人、４歳児学級担任教諭２人、障害児学級担任教諭１人、主任保

育士（フリー）１人、３歳児担任保育士１人、２歳児及び１歳児担任保育士計３人、０

歳児担任保育士０人、用務員１人、調理師２人の計１５人となり、少なくとも５歳児及

び４歳児の担任教諭は資格、免許を併有した職員で幼稚園と保育園を兼務することとす

る。園児数が増加し、保育園の保育室を使用の場合は、４歳、５歳児３０対１の基準に



より適正な保育士の配置を行っていく。

合同活動事業の実施によって同年齢ごとの集団を大きくし、活動内容を増やすことに

よって、よりダイナミックな遊びを展開したり、子どもたちの一日の生活を充実させる

ことができる。また、多人数での保育を行うことにより、集団生活をとおして社会のル

ールを学ばせ、互いに育ち合う中で生涯にわたる人間形成の基礎を培わせるという教育

効果を一層高めることができる。

この成果を目標に行政、保護者、地域が協働して地域の生活に密着した子ども達の生

活をトータルに保障するとともに、「保育」内容を時代の要請に応えたものに充実できる

よう、現行の幼稚園、保育園の枠を超えた「保育」を行い、また、子育て支援も同時に

行えるようそれぞれの「保育」の融合を図ろうとするものである。

このことが、幼稚園、保育園の子どもたちをつなぎ、子どもの誕生から小学校入学ま

での全期間を通じた地域の子育て支援機関としてのネットワークに組することになるも

のと考える。

さらに、各種の特別保育、遊び場の提供、子育て相談、子育て支援情報の提供等につ

いては「子育て支援センター」を併設して子育て支援活動を行い、豊かな人間形成の基

礎を培うことができるよう家庭、地域住民の参画・参加を得ながら園児と地域の交流を

図り、幼稚園教諭、保育士、保健師、栄養士などがその専門性を最大限に発揮して、子

育て、子育ちの直接的な援助と間接的な支援を行い、様々な観点から均衡の取れた子ど

もの育成を目指すものである。


